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１. 　　18年３月期の業績（平成17年４月１日～平成18年３月31日）
(1) 経営成績 　 　（百万円未満四捨五入）

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

18 年 ３ 月期 47,861 － － －

17 年 ３ 月期 17,639 － － －

  
総資本 売上高
経常利益率 経常利益率

百万円 ％ ％ ％ ％

18 年 ３ 月期 2,772 － 10.5 12.2

17 年 ３ 月期 777 － 2.5 7.9

（注）  ①　期中平均株式数 18年３月期 20,708,618 株 17年３月期 株
（注）  ②　会計処理の方法の変更 無
（注）  ③　売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率
（注）  ④　平成17年３月期は決算期変更に伴う６ヶ月決算であるため、対前期増減率を表示しておりません。

(2) 配当状況

期末

円　　銭 円　　銭 円　　銭 百万円 ％ ％

18 年 ３ 月期 15.00 0.00 15.00 352 11.2 1.0

17 年 ３ 月期 10.00 0.00 10.00 187 24.0 0.7

（注）17年３月期期末配当金の内訳       記念配当　２ 円 50 銭　を含む 特別配当  －　円　－　銭

(3) 財政状態

百万円 百万円 ％ 円　　　銭　

18 年 ３ 月期 57,029 59.5 1,447.25

17 年 ３ 月期 54,377 48.0 1,393.61

（注） ①期末発行済株式数　 18年３月期 23,439,396 株 17年３月期 株

（注） ②期末自己株式数　   18年３月期 19,334 株 17年３月期 株

２. 　　19年３月期の業績予想（平成18年４月１日～平成19年３月31日）
　 　　１株当たり年間配当金

中間
百万円 百万円 百万円 円　　銭 円　　　銭　

中間期 1,420 790 0.00 － -
通　　期 6,150 3,570 － 15 00 15 00　　

152 円31銭

上記の予想は本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき判断した見通しとなっております。
実際の業績は、今後様々な要因によって大きく異なる結果となる可能性があります。  

調整後
１株当たり 当期純利益率
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3.0
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15,556

18,800

51,000
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(財) 財務会計基準機構会員
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（生産、受注及び販売の状況）に記載しておりました、提出会社の営業収入の内訳及び不動産販

売事業における販売の状況は『決算短信（連結）』（26頁から27頁）に記載しております。 

  記載項目の詳細は以下のとおりであります。 

 

 

(1)営業収入の内訳 

(2)契約の状況 

(3)販売の状況 

①物件別販売状況 

②ブランド別販売状況 

③地域別販売状況 

 



貸借対照表、損益計算書及び利益処分案

１．貸借対照表 （単位：百万円）

期　　別

科　　目 構成比 構成比 増減率

％ ％ ％

Ⅰ　流　動　資　産

1. 現 金 及 び 預 金 19,358  22,795 3,437

2. 受 取 手 形 524 － △ 524

3. 販 売 用 不 動 産 2,715  2,406 △ 308

4. 不 動 産 事 業 支 出 金※1 16,714  19,227 2,514

5. 前 払 費 用 55  51 △ 4

6. 短 期 貸 付 金 1,350  127 △ 1,223

7. 繰 延 税 金 資 産 95  181 86

8. 未 収 入 金 6  20 14

9. そ の 他 225  224 △ 0

貸 倒 引 当 金 △ 34  － 34

41,007 75.4  45,032 79.0 4,025 9.8

  

Ⅱ　固　定　資　産   

(1)有形固定資産   

1. 建 物※1 5,584 3,139  △ 2,445

減 価 償 却 累 計 額 2,295 3,289 1,255 1,884 △ 1,040 △ 1,405

2. 船 舶 46 46 －

減 価 償 却 累 計 額 43 2 43 2 － －

3. 車 両 運 搬 具 40 37 △ 3

減 価 償 却 累 計 額 26 14 27 9 2 △ 5

4. 工 具 器 具 備 品 100 104 3

減 価 償 却 累 計 額 80 21 82 22 2 1

5. 土 地※1 5,631 3,350 △ 2,280

　　 8,957 16.5 5,268 9.2 △ 3,689 △ 41.2

(2)無形固定資産

1. 電 話 加 入 権 5 5 －

2. ソ フ ト ウ ェ ア 1 0 △ 0

6 0.0 5 0.0 △ 0 △ 2.2

(3)投資その他の資産

1. 投 資 有 価 証 券 349 545 196

2. 関 係 会 社 株 式 2,530 2,720 191

3. 出 資 金 25 25 －

4. 長 期 貸 付 金 54 2,019 1,965

5. 長 期 前 払 費 用 4 2 △ 2

6. 繰 延 税 金 資 産 1,004 944 △ 60

7. 長 期 前 払 消 費 税 等 0 0 △ 0

8. 保 証 金 92 99 7

9. 敷 金 100 116 16

10.会 員 権 86 84 △ 1

11.保 険 積 立 金 181 185 5

貸 倒 引 当 金 △ 17 △ 16 1

4,408 8.1 6,724 11.8 2,316 52.5

13,370 24.6 11,997 21.0 △ 1,373 △ 10.3

54,377 100.0 57,029 100.0 2,652 4.9

（ 資 産 の 部 ）

当事業年度
増　　　減

（平成17年３月31日現在） （平成18年３月31日現在）

金　　　　額 金　　　　額 金　　　　額

前事業年度

固 定 資 産 合 計

資 産 合 計

流 動 資 産 合 計

有 形 固 定 資 産 合 計

無 形 固 定 資 産 合 計

投資その他の資産合計

－ ３ －



（単位：百万円）
期　　別

科　　目 構成比 構成比 増減率

％ ％ ％

Ⅰ　流　動　負　債

1. 支 払 手 形※2 4,270 7,918 3,648

2. 短 期 借 入 金※1 1,550 690 △ 860

3. 一年以内返済予定長期借入金※1 7,568 3,600 △ 3,968

4. 未 払 金 174 272 98

5. 未 払 費 用 103 96 △ 7

6. 未 払 法 人 税 等 490 1,591 1,101

7. 前 受 金 941 654 △ 287

8. 預 り 金 1,090 333 △ 757

9. 賞 与 引 当 金 115 116 2

10. 未 払 消 費 税 等 6 146 139

11. そ の 他 4 14 10

16,311 30.0 15,429 27.0 △ 882 △ 5.4

Ⅱ　固　定　負　債

1. 社 債 5,000 － △ 5,000

2. 長 期 借 入 金※1 5,815 6,543 728

3. 長 期 未 払 金 15 8 △ 7

4. 退 職 給 付 引 当 金 435 450 15

5. 役員退職慰労引当金 279 273 △ 6

6. 投 資 損 失 引 当 金 351 369 19

7. そ の 他 67 34 △ 33

11,962 22.0 7,677 13.5 △ 4,285 △ 35.8

28,273 52.0 23,106 40.5 △ 5,166 △ 18.3

Ⅰ　 ※3 3,659 6.7 10,104 17.7 6,444 176.1

Ⅱ

資 本 準 備 金 1,739 419 △ 1,320

1,739 3.2 419 0.7 △ 1,320 △ 75.9

Ⅲ

1. 利 益 準 備 金 169 169 －

2. 任 意 積 立 金

別 途 積 立 金 19,600 20,100 500

3. 当 期 未 処 分 利 益 866 2,950 2,085

20,635 37.9 23,219 40.7 2,585 12.5

Ⅳ 88 0.2 203 0.4 115 131.1

Ⅴ ※4 △ 16 △ 0.0 △ 22 △ 0.0 △ 6 34.7

26,105 48.0 33,923 59.5 7,818 29.9

54,377 100.0 57,029 100.0 2,652 4.9

資 本 合 計

負 債 ・ 資 本 合 計

自 己 株 式

その他有価証券評価差額金

資 本 金

資 本 剰 余 金

利 益 剰 余 金

利 益 剰 余 金 合 計

固 定 負 債 合 計

負 債 合 計

（ 負 債 の 部 ）

流 動 負 債 合 計

（ 資 本 の 部 ）

資 本 剰 余 金 合 計

増　　　減
（平成17年３月31日現在） （平成18年３月31日現在）

金　　　　額 金　　　　額 金　　　　額

前事業年度 当事業年度

－ ４ －



２．損益計算書 （単位：百万円）

期　　別

科　　目 百分比 百分比 百分比

％ ％ ％

Ⅰ 17,639 100.0 47,861 100.0 43,123 100.0

Ⅱ ※１ 14,003 79.4 38,001 79.4 34,330 79.6

3,636 20.6 9,860 20.6 8,793 20.4

Ⅲ 

１. 226 434 380

２. 119 230 237

３. 756 1,358 1,509

４. 38 217 215

５. 115 116 141

６. 42 98 100

７. 7 12 15

８. 125 215 266

９. 26 49 51

10. 52 107 147

11. 35 65 73

12. 91 266 147

13. 36 77 69

14. 24 19 26

15. 2 7 1

16. 151 262 242

17. 15 17 36

18. 33 － －

19. 231 2,124 12.0 301 3,848 8.1 190 3,844 8.9

1,512 8.6 6,011 12.5 4,949 11.5

      参考として、前々事業年度を掲載しております。

前々事業年度（参考）

自　平成15年10月１日
至　平成16年９月30日

貸 倒 引 当 金 繰 入 額

営 業 利 益

－ ５ －

そ の 他

租 税 公 課

賃 借 料

保 険 料

支 払 保 証 料

通 信 費

減 価 償 却 費

管 理 諸 費

リ ー ス 料

役員退職慰労引当金繰入額

福 利 厚 生 費

旅 費 交 通 費

退 職 給 付 費 用

給 料 手 当

販売費及び一般管理費

賞 与

賞 与 引 当 金 繰 入 額

売 上 原 価

売 上 総 利 益

広 告 宣 伝 費

役 員 報 酬

当事業年度

至　平成17年３月31日 至　平成18年３月31日

前事業年度

金　　　　額 金　　　　額 金　　　　額

売 上 高

自　平成16年10月１日 自　平成17年４月１日

(注） 前事業年度は決算期変更に伴い６ヶ月決算となっているため、前事業年度との比較増減の表示を行なっておりません。



（単位：百万円）

期　　別

科　　目 百分比 百分比 百分比

％ ％ ％

１. ※１ 6 32 19

２. 1 8 3

３. 6 16 19

４. 2 19 6

５. 6 22 0.1 5 80 0.2 26 72 0.2

１. 138 235 363

２. 11 149 0.9 2 237 0.5 0 363 0.9

1,385 7.8 5,854 12.2 4,657 10.8

１. － 35 －

２. － 18 －

３. － － － 10 63 0.1 2 2 0.0

１. ※２ － 1,188 －

２. 18 19 510

３. － － 70

４. － 18 0.1 12 1,218 2.5 5 585 1.4

1,366 7.7 4,699 9.8 4,074 9.4

475 2,030 2,044

114 589 3.3 △ 103 1,927 4.0 △ 101 1,943 4.5

777 4.4 2,772 5.8 2,131 4.9

88 178 236

866 2,950 2,367

      参考として、前々事業年度を掲載しております。

固 定 資 産 売 却 損

Ⅵ 特 別 利 益

Ⅶ 特 別 損 失

貸 倒 引 当 金 戻 入 額

Ⅴ 営 業 外 費 用

そ の 他

そ の 他

減 損 損 失

投 資 損 失 引 当 金 繰 入 額

当 期 未 処 分 利 益

税 引 前 当 期 純 利 益

法人税、住民税及び事業税

法 人 税 等 調 整 額

当 期 純 利 益

前 期 繰 越 利 益

受 取 利 息

受 取 配 当 金

そ の 他

違 約 金 収 入

受 取 手 数 料

支 払 利 息

そ の 他

経 常 利 益

役員退職慰労引当金戻入額

金　　　　額 金　　　　額 金　　　　額

Ⅳ 営 業 外 収 益

前事業年度 当事業年度 前々事業年度（参考）

－ ６ －

(注） 前事業年度は決算期変更に伴い６ヶ月決算となっているため、前事業年度との比較増減の表示を行なっておりません。

自　平成15年10月１日
至　平成16年９月30日至　平成17年３月31日 至　平成18年３月31日

自　平成16年10月１日 自　平成17年４月１日



３．利益処分案 （単位：百万円）

期　　別

科　　目

Ⅰ 866 2,950 2,085

Ⅱ

1 ． 187 352 164

2 ．

－ 131 131

500 687 2,200 2,683 1,700 1,995

Ⅲ 178 268 89

利 益 準 備 金

金　　　　額 金　　　　額 金　　　　額

前事業年度 当事業年度
増　　　減

平成17年6月28日 （平成18年６月27日）

当 期 未 処 分 利 益

利 益 処 分 額

次 期 繰 越 利 益

　（注）　日付は株主総会承認日（予定日）であります。

配 当 金

任 意 積 立 金

別 途 積 立 金

－ 7 －
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 重要な会計方針 

１．有価証券の評価基準及び評価方法 

子会社株式 総平均法による原価法 

その他有価証券 

時価のあるもの 

決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部資本直入法により処理し、売
却原価は移動平均法により算定） 

時価のないもの 

総平均法による原価法 

２．たな卸資産の評価基準及び評価方法 

販売用不動産及び不動産事業支出金・・個別法による原価法 

３．固定資産の減価償却の方法 

(1) 有形固定資産    定率法 

ただし、平成10年４月１日以降取得の建物（建物付属設備を除く）は定

額法によっております。 

(2) 無形固定資産    ソフトウェア（自社利用）について、社内における見込利用可能期間

（５年）に基づく定額法によっております。 

４．引当金の計上基準 

(1) 貸倒引当金 

将来の債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については、貸倒実績率により、貸倒懸念
債権等特定の債権については、個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しておりま
す。 

(2) 賞与引当金 

従業員賞与の支給に充てるため、賞与支給見込額の当期負担額を計上しております。 

(3) 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務の見込額に基づき計上しておりま
す。なお、数理計算上の差異はその発生時の翌会計年度において一括費用処理することにしてお
ります。 

(4) 役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支出に備えるため、役員退職慰労金規程に基づく期末要支給額を計上してお
ります。 

(5) 投資損失引当金 

子会社等に対する投資により発生すると見込まれる損失に備えるため、子会社等の財政状態及び
事業内容を勘案して損失見込額を計上しております。 

５．リース取引の処理方法 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引につい
ては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 

６．その他財務諸表作成のための重要な事項 

消費税等の会計処理 

消費税等については税抜方式により処理しております。 

ただし、資産に係る控除対象外消費税等のうち、固定資産に係るものは「長期前払消費税等」に
計上し５年間で均等償却を行っております。 
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注記事項 

（貸借対照表関係） 

期別 

項目 

前事業年度 

（平成17年３月31日現在） 

当事業年度 

（平成18年３月31日現在） 

※１ 担保に供している資産及びこれ

に対応する債務 

  

(1)担保に供している資産    

  百万円 百万円 

不 動 産 事 業 支 出 金  12,234 9,277 

建 物  3,134 1,738 

土 地  5,311 3,031 

 計   20,680  14,046 

   (2)担保に対応する債務 

 百万円 百万円 

短 期 借 入 金  150 690 

一年以内に返済予定の長期借入金  7,568 3,600 

長 期 借 入 金  5,815 6,543 

 計   13,533  10,833 

※２ 関係会社に対する主な資産・負債   

  百万円 百万円 

支 払 手 形  65 83 

※３ 会社が発行する株式の総数 50,000,000株 74,000,000株 

 発 行 済 株 式 総 数  18,747,303株 23,458,730株 

※４ 自己株式  普通株式         15,556株 普通株式         19,334株 

５ 偶発債務      

連帯保証 関係会社が負担する保証債務に

ついて連帯保証を行っておりま

す。 

同   左 

 日神ファイナンス㈱ 日神ファイナンス㈱ 

  8,066百万円 7,229百万円 

※６ 配当制限     

  商法施行規則第124号第３号に規

定する資産に時価を付したことに

より増加した純資産額は88百万円

であります。 

商法施行規則第124号第３号に規

定する資産に時価を付したことに

より増加した純資産額は203百万円

であります。 

 

（損益計算書関係） 

期別 

項目 

前事業年度 

（平成17年３月31日現在） 

当事業年度 

（平成18年３月31日現在） 

※１ 関係会社取引 関係会社との取引に係るものが

次のとおり含まれております。 

関係会社との取引に係るものが

次のとおり含まれております。 

  百万円  百万円  

仕 入 高  248  348  

受 取 利 息  3  19  

※２ 固定資産売却損     百万円  

    建 物 81   

    土 地 1,107  
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（リース取引関係）  

前事業年度 
自 平成16年10月１日 
至 平成17年３月31日 

当事業年度 
自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められ

るもの以外のファイナンス・リース取引 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められ

るもの以外のファイナンス・リース取引 

① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額

相当額及び期末残高相当額 

① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額

相当額及び期末残高相当額 

  

 

 

 

 

 
 

なお、取得価額相当額は、未経過リース料期末残高

が有形固定資産の期末残高等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法により算定しております。 

同    左 

② 未経過リース料期末残高相当額 ② 未経過リース料期末残高相当額 

１年以内 8百万円  １年以内 5百万円 

１年超 4  １年超 11 

計 12  計 16 

なお、未経過リース料期末残高相当額は、未経過

リース料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占め

る割合が低いため、支払利子込み法により算定してお

ります。 

同    左 

③ 支払リース料及び減価償却費相当額 ③ 支払リース料及び減価償却費相当額 

支払リース料 11百万円  支払リース料 8百万円 

減価償却費相当額 11  減価償却費相当額 8 

④ 減価償却費相当額の算定方法  ④ 減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。 

同    左 

 

   百万円

 工具器具備品 ソフトウェア 合  計 

取得価額相当額 21 15 36 

減価償却累計額相当額 11 9 20 

期末残高相当額 10 7 16 

 

   百万円

 工具器具備品 ソフトウェア 合  計 

取得価額相当額 31 14 45 

減価償却累計額相当額 22 11 33 

期末残高相当額 8 4 12 
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（税効果会計） 

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別内訳は、次のとおりであります。 

  前事業年度 当事業年度 

  （平成17年３月31日現在） （平成18年３月31日現在） 

    
繰延税金資産（流動）   百万円   百万円  

 未払事業税否認   37   122  

 賞与引当金損金算入限度超過額  46   47  

 その他   12   13  

 計   95   181  

繰延税金資産（固定）        

 退職給付引当金超過額   166   177  

 関係会社株式評価損否認   488   488  

 役員退職慰労引当金繰入額   112   109  

 投資損失引当金繰入額   140   148  

 会員権評価損否認   10   10  

 減損損失   128   128  

 その他   19   19  

 計   1,063   1,080  

繰延税金資産合計   1,158   1,261  

       

繰延税金負債（固定）       

 その他有価証券評価差額   59   135  

 計   59   135  

繰延税金負債合計   59   135  

      

繰延税金資産の純額   1,099   1,125  
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（１株当たり情報）  

前事業年度 
自 平成16年10月１日 
至 平成17年３月31日 

当事業年度 
自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日 

１株当たり純資産額 1,393円61銭 １株当たり純資産額 1,447円25銭 

１株当たり当期純利益金額 41円70銭 １株当たり当期純利益金額 133円86銭 

潜在株式調整後１株当たり 
当期純利益金額 

34円59銭 
潜在株式調整後１株当たり 
当期純利益金額 

117円81銭 

    

 

（注）１株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりで
あります。 

 

前事業年度 
自 平成16年10月１日 
至 平成17年３月31日 

当事業年度 
自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日 

１株当たり当期純利益金額   

 当期純利益（百万円） 777 2,772 

 普通株主に帰属しない金額（百万円） － － 

 普通株式に係る当期純利益（百万円） 777 2,772 

 期中平均株式数（株） 18,639,344 20,708,618 

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額   

 当期純利益調整額（百万円） － － 

 普通株式増加数（株） 3,831,573 2,820,096 

  （うち新株予約権）（株） （   160,288） （   140,391） 

  （うち2008年11月７日満期円貨建転換社 

債型新株予約権付社債）（株） 
（ 3,671,285） （ 2,679,705） 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後
１株当たり当期純利益金額の算定に含めな
かった潜在株式の概要 
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４．役員の異動（平成18年６月27日予定） 

 

(1) 代表者の異動 

該当事項はありません。 

 

(2) その他の役員の異動 

記載が可能となり次第、開示します。 

 

以  上 
 


